
対象経費 補助基準賃金日額 補　　　　　助　　　　　額

産 休 等 代 替

職 員 の 賃 金

別に知事が定める。

産休代替職員

費補助金交付

     申請書

 (別記様式第1号、1-2号) １部

病休代替職員

費補助金交付

     申請書

(別記様式第2号、2-2号)

　

区 分 提 出 書 類 提出部数 添　付　書　類 提　出　期　限

施 設 の 設 置 者 に 補 助 す る も の と し 、 そ の 交 付 に 関 し て は 、 社 会 福 祉 法 人 に 対 す る 助 成 の 手 続 に

関 す る 条 例 （ 昭 和 ３ ０ 年 広 島 県 条 例 第 ２ ８ 号 。 以 下 「 条 例 」 と い う 。 ） 及 び 広 島 県 補 助 金 等 交

付 規 則 （ 昭 和 ４ ８ 年 広 島 県 規 則 第 ９ １ 号 。 以 下 「 規 則 」 と い う 。 ） に 規 定 す る も の の ほ か 、 こ

　 の要綱に定めるところによる。

産休等代替職員費補助要綱

　（趣　旨）

第 １ 条 県 は 、 社 会 福 祉 施 設 等 の 職 員 の 労 働 条 件 の 改 善 及 び 施 設 に お け る 入 所 者 等 処 遇 の 正 常 な 実

施 を 確 保 す る た め 、 産 休 等 代 替 職 員 制 度 実 施 要 綱 （ 昭 和 ５ ７ 年 ９ 月 ２ ９ 日 施 行 。 以 下 「 実 施 要

綱 」 と い う 。 ） に 基 づ く 産 休 等 代 替 職 員 の 任 用 に 係 る 費 用 を 、 予 算 の 範 囲 内 に お い て 社 会 福 祉

　（補助金交付の対象事業等）

  補助基準賃金日額（ただし、実際に支払っ
た賃金日額がこれより低い場合はその低い
額）×実勤務日数（任用承認期間内で実際に
施設に勤務した日数）
  なお、補助金の額に千円未満の額を生じた
ときは、その端数を切り捨てるものとする。
  ただし、１日に満たない勤務に対して賃金
を支払っている場合は、補助基準賃金日額を8
時間で割戻した額に勤務時間数を乗じた額と
実支払賃金日額とを比較して少ない方の額を
補助対象賃金日額とする。

実 施 要 綱 に 基 づ く

産 休 等 代 替 職 員 の

 任 用 事 業

第２条　 前条の補助金の交付の対象となる事業、経費及び補助額等は次のとおりとする。

　

対　象　事　業

広島県最低賃金時間額
（任用年度の４月１日
時点の額）×８時間

産
　
　
休

　１ 出勤簿の写し又
 　　は出勤(予定)簿の
 　　写し

　２ 休業中の産休等職員と
　　 代替職員の賃金領収書
　　 若しくは支出調書の写し
　　 又は支出(予定)額明細書

　３ 出産（予定日）証明書
　　又は診断書
　

　４ 就業規則又は給与規程
　　（産休等職員の給与の
　　　支払いに関するもの）

病
　
　
休

第３条　 条例第２条及び規則第３条の規定により提出する書類は、次のとおりとする。



 　めたときは、速やかに別記様式３号により補助金の交付の決定を行う。

区分 提　出　書　類 提出部数 添　付　書　類 提　出　期　限

産休代替職員

費補助金事業

　　   実績報告書

（別記様式第4号、4-2号） １部

病休代替職員

費補助金事業

  　　 実績報告書

(別記様式第5号、5－2号)

　

　より補助金の額の確定を行う。

　（その他）

      附　則

　この要綱は平成２５年３月７日から施行し、平成２５年度分の補助金から適用する。

      附　則

      附　則

　この要綱は平成２６年１１月１９日から施行し、平成２６年度分の補助金から適用する。

　この要綱は平成２５年１２月１８日から施行し、平成２５年度分の補助金から適用する。

　この要綱は平成２３年１０月１日から施行し、平成２３年度分の補助金から適用する。

　１　この要綱は平成２０年３月７日から施行し、平成１９年度分の補助金から適用する。

　２　この要綱施行の際、すでに提出されている補助金交付申請書はこの要綱の規定により提出されたものとみなす。

      附　則

　この要綱は平成２１年１月２３日から施行し、平成２０年度分の補助金から適用する。

      附　則

　この要綱は平成２２年１月１５日(決裁日記入)から施行し、平成２１年度分の補助金から適用する。

      附　則

　この要綱は平成２２年１０月２６日から施行し、平成２２年度分の補助金から適用する。

      附　則

　この要綱は平成２３年３月３１日から施行し、平成２３年度分の補助金から適用する。

      附　則

      附　則

　この要綱は平成２４年１０月１９日から施行し、平成２４年度分の補助金から適用する。

第 ５ 条 規 則 第 ７ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 申 請 の 取 下 げ を す る こ と が で き る 期 間 は 規 則 第 ６ 条

　 の通知を受領した日から起算して１０日以内とする。

　（交付の決定）

      附　則

　（実績報告）

第７条　規則第１２条の規定により提出する書類は、次のとおりとする。

産
　
　
休

　事業の完了した日から起算して２０日
を経過した日又は補助金の交付決定の
あった日の属する県の会計年度の翌会計
年度の４月５日のいずれか早い日

　１ 出勤簿の写し

　２ 休業中の産休等職員と
　　 代替職員の賃金領収書
　　 若しくは支出調書の写し
　　 又は支出額明細書

　３ 出産証明書又は診断書
　

　※  ただし、交付申請
　　　書に添付したもの
　　　と同一の場合は、
　　　省略できる。

病
　
　
休

　（額の決定）

第 ８ 条 要 綱 第 ７ 条 の 実 績 報 告 を 受 理 し た 知 事 は 、 そ の 内 容 を 審 査 し 、 速 や か に 別 記 様 式 ６ 号 に

　（帳簿等の保存期間）

第 ９ 条 規 則 第 ２ １ 条 の 規 定 に よ る 帳 簿 及 び 書 類 を 保 存 し な け れ ば な ら な い 期 間 は 、 当 該 補 助

　 事業の完了の日から起算して５年を経過した日の属する県の会計年度の末日までとする。

第 ６ 条 要 綱 第 ３ 条 の 申 請 を 受 理 し た 知 事 は 、 そ の 内 容 を 審 査 し 、 補 助 金 を 交 付 す べ き も の と 認

　２　 補助事業を中止し又は廃止する場合においては、知事の承認を受けること。

　（申請の取下げ）

　１　 補助事業の内容を変更する場合においては、知事の承認を受けること。

 第 10 条　 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

第４条　 規則第５条第１項の規定により付する条件は、次のとおりとする。

　（交付の条件）



　この要綱は平成２７年１１月２４日から施行し、平成２７年度分の補助金から適用する。

　この要綱は平成２８年１２月２０日から施行し、平成２８年度分の補助金から適用する。

　この要綱は平成２９年１１月２１日から施行し、平成２９年度分の補助金から適用する。

　この要綱は平成３０年１１月９日から施行し、平成３０年度分の補助金から適用する。

　この要綱は令和元年１１月１８日から施行し、令和元年度分の補助金から適用する。

　この要綱は令和３年１１月２９日から施行し、令和３年度分の補助金から適用する。

　この要綱は令和５年５月１日から施行し、令和５年度分の補助金から適用する。

      附　則

      附　則

      附　則

      附　則

      附　則

      附　則

      附　則


